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基準価額・純資産の推移		2011/10/07～ 2017/02/28

●�基準価額（税引前分配金再投資）は、税引前の分配金を再投資したものとして計算しています。
●�基準価額の計算において信託報酬は控除しています。

●�１万口当たり、税引前
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基準日：2017年2月28日

分配の推移

主要な資産の状況

運 用 実 績

●�上記の運用実績は、あくまで過去の実績であり、将来の運用成果をお約束するものではありません。
●�最新の運用実績は別途、委託会社ホームページでご確認いただけます。
●�表中の各数値を四捨五入して表示している場合、合計が100％とならないことがあります。

2016年10月 50円

2016年11月 50円

2016年12月 50円

2017年01月 50円

2017年02月 50円

直近1年間累計 1,160円

設定来累計 7,540円

●アジア・ハイ・イールド債券ファンド（毎月分配型）為替ヘッジなしコース
資産別構成

資産の種類 純資産比
NikkoAM�Asia�Investment�Series-NikkoAM�AsiaHighYieldBondFund�V 97.55％
マネープールマザーファンド 1.03％
コール・ローン等 1.42％
合　計 100.00％

●日興	アジア・ハイ・イールド・ボンド・ファンド
日興アセットマネジメント�アジア�リミテッドが作成したデータを掲載しております。

資産別構成
資産の種類 純資産比

債券等 90.6％
現金等 9.4％
合　計 100.0％

組入上位10銘柄
銘　柄　名 クーポン 償還日 国／地域 業　種 格付 純資産比

1 Vedanta�Resource�8.25�07/06/21 8.250％ 2021/06/07 インド 各種金属・鉱業 B 2.8％
2 Chong�Hing�Bank�6.5%�Var�Perp 6.500％ 永久債 中国 銀行 BB 2.5％
3 China�Aoyuan�Property�Gp�10.87 10.875％ 2018/05/26 中国 不動産 B 2.1％
4 Petron�Corp�7.5%�Var�Perp�Regs 7.500％ 永久債 フィリピン 石油・ガス B 2.1％
5 Kwg�Property�Hldgs�8.975%�14/0 8.975％ 2019/01/14 中国 不動産 B 2.1％
6 Agile�Property�Hldgs�8.375%�18 8.375％ 2019/02/18 中国 不動産 B 2.0％
7 Bank�Of�East�Asia�5.5%�Var�Per 5.500％ 永久債 香港 銀行 BB 1.8％
8 Shui�On�Dev�Hold�10.125%�Var�P 10.125％ 永久債 中国 不動産 B 1.8％
9 Mce�Finance�5%�15/02/21�Regs�U 5.000％ 2021/02/15 香港 ホテル BB 1.7％

10 Agile�Property�9.875�20/03/17 9.875％ 2017/03/20 中国 不動産 B 1.6％
銘　柄　数 86銘柄

≪主要投資対象の投資信託証券の運用状況≫

●�格付は、S&P及びムーディーズのうち、最上位の格付を採用しています。
●�格付のない発行体については、日興アセットマネジメント�アジア�リミテッドの社内格付を採用しています。
●�償還日が「永久債」の銘柄は償還日の定めのない銘柄です。
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●�上記の運用実績は、あくまで過去の実績であり、将来の運用成果をお約束するものではありません。
●�最新の運用実績は別途、委託会社ホームページでご確認いただけます。
●�表中の各数値を四捨五入して表示している場合、合計が100％とならないことがあります。

運 用 実 績

●�ファンドの年間収益率は基準
価額（税引前分配金再投資）
を使用して計算しています。

●�2011年は設定日（10月７日）
から年末、2017年は年初から
基準日までの収益率です。

●�当ファンドはベンチマークを
設定していません。

年間収益率の推移（暦年ベース）
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組入上位10銘柄
銘　柄　名 種　類 償還日 純資産比

1 458　関西電力 社債券 2017/09/20 7.1％
2 138　オリックス 社債券 2017/08/25 7.1％
3 9　昭和シェル石油 社債券 2017/09/15 7.1％
4 526　東京電力 社債券 2017/05/31 7.1％
5 63　アコム 社債券 2017/06/07 7.1％
6 90　丸紅 社債券 2017/07/26 7.1％
7 1　第一興商 社債券 2017/07/28 7.1％
8 6　BPCE�S.A. 社債券 2017/07/10 7.1％
9 39　ソフトバンクグループ 社債券 2017/09/22 7.1％

10 6　ノルデア・バンク 社債券 2017/05/26 7.1％
銘　柄　数 12銘柄

●マネープールマザーファンド
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手 続・手 数 料 等

お申込みメモ

購 入 単 位 販売会社が定める単位
※詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

購 入 価 額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額

購 入 代 金 販売会社が定める日までにお支払いください。

換 金 単 位 販売会社が定める単位
※詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

換 金 価 額 換金請求受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を控除した額

換 金 代 金

換金請求受付日から起算して、原則として８営業日目からお支払いします。
��換金の申込金額が多額であると判断した場合、主要投資対象とする投資信託証券の解約および換金
の停止ならびに基準価額算出の中止、取引所における取引の停止等※その他やむを得ない事情により、
有価証券の売却（主要投資対象とする投資信託証券の解約または換金を含みます。）や売却代金の
入金が遅延したとき等は、換金代金の支払いを延期する場合があります。
※��外国為替取引の停止、決済機能の停止、取引市場における流動性が極端に減少した場合、取引市場
の混乱、自然災害、テロ、大規模停電、システム障害等により基準価額の算出が困難となった場合、
投資対象国等における非常事態（金融危機、デフォルト、重大な政策変更や資産凍結を含む規制
の導入、税制の変更、自然災害、クーデターや重大な政治体制の変更、戦争等）による市場の閉鎖
または流動性の極端な減少もしくは資金決済に関する障害等をいいます。以下同じ。

申 込 不 可 日 シンガポールの銀行休業日においては、お申込みを受付けません。

申 込 締 切 時 間
原則として午後３時まで（販売会社により異なる場合がありますので、詳細につきま
しては販売会社までお問い合わせください。）

購入の申込期間 平成28年11月10日から平成29年11月９日まで
※申込期間は上記期間満了前に有価証券届出書を提出することにより更新されます。

換 金 制 限 信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求を制限する場合があります。

購 入 ・ 換 金
申込受付の中止
及 び 取 消 し

委託会社は、購入・換金の申込金額が多額であると判断した場合、主要投資対象
とする投資信託証券の申込み・解約及び換金の停止ならびに基準価額算出の中止、
取引所における取引の停止等その他やむを得ない事情があると判断したときは、
購入・換金の受付を中止すること、及び既に受付けた当該申込みの受付を取り消す
ことができるものとします。

信 託 期 間 平成33年８月10日まで（設定日　平成23年10月７日）
※委託会社は、信託約款の規定に基づき、信託期間を延長することができます。

繰 上 償 還
主要投資対象とする投資信託証券が償還する場合、受益権の残存口数が10億口を
下回ることとなった場合、繰上償還することが受益者のため有利であると認めると
き、またはやむを得ない事情が発生したときは、繰上償還させることがあります。

決 算 日 原則、毎月10日（休業日の場合は翌営業日）

収 益 分 配
毎決算時（年12回）、収益分配方針に基づいて収益の分配を行います。
※��分配金を受取る一般コースと、分配金を再投資する自動けいぞく投資コースがあります。�
販売会社によっては、どちらか一方のみのお取扱いとなる場合があります。�
各コースのお取扱いにつきましては、販売会社までお問い合わせください。
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手 続・手 数 料 等

ファンドの費用・税金

投資者が直接的に負担する費用

購 入 時 手 数 料
購入価額に3.78％（税抜3.5％）を上限として販売
会社が定めた手数料率を乗じた額です。
※詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

販売会社によるファンドの商
品説明・投資環境の説明・
事務処理等の対価

信託財産留保額 換金請求受付日の翌営業日の基準価額に0.3％を乗じた額です。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用
（ 信 託 報 酬 ）

当ファンドの日々の純資産総額に対して年 率
0.9936％（税抜0.92％）を乗じた額とし、毎計算期末
または信託終了のときに、ファンドから支払われます。

運用管理費用（信託報酬）＝
運用期間中の基準価額×�
信託報酬率

委託会社 年率0.35％（税抜） ファンドの運用の対価

販売会社 年率0.54％（税抜）
購入後の情報提供、運用報告
書等各種書類の送付、口座内
でのファンドの管理等の対価

受託会社 年率0.03％（税抜）
運用財産の管理、委託会社か
らの指図の実行等の対価

投資対象とする
投資信託証券
の信託報酬等

年率0.77％
※��年間最低報酬額等がかかる場合は、純資産総額等により年率換算で上
記の信託報酬率を上回ることがあります。
※��上記のほか、投資信託証券の設立・開示に関する費用等（監査費用、
弁護士費用等）、管理報酬、売買委託手数料、外国における資産の保管
等に要する費用、信託財産に関する租税等がかかります。

投資対象とする投資信託証券
の運用の対価、管理報酬等

実 質 的 な	
運 用 管 理 費 用	
（ 信 託 報 酬 ）

当ファンドの純資産総額に対して概ね1.7636％（税込・年率）程度となります。
※��当ファンドの運用管理費用（信託報酬）年率0.9936％（税抜0.92％）に投資対象とする投
資信託証券の信託報酬等（年率0.77％）を加算しております。投資信託証券の組入状況等
によって、当ファンドにおける、実質的に負担する運用管理費用（信託報酬）は変動します。

ファンドの費用

信託金の限度額 1,000億円

公 告 日本経済新聞に掲載します。

運 用 報 告 書
原則、毎年２月、８月の決算時及び償還時に、交付運用報告書を作成し、あらかじ
めお申し出いただいたご住所に販売会社を通じて交付します。

課 税 関 係
課税上は株式投資信託として取扱われます。公募株式投資信託は税法上、少額投
資非課税制度の適用対象です。配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
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手 続・手 数 料 等

その他の費用・
手 数 料

以下の費用・手数料等が、ファンドから支払われます。
●�監査費用
当ファンドの日々の純資産総額に定率（年
0.00216％（税抜0.0020％））を乗じた額とし、
実際の費用額（年間27万円（税抜25万円））を
上限とします。なお、上限額は変動する可能性が
あります。

●�その他の費用※

売買委託手数料、外国における資産の保管等に要
する費用、信託財産に関する租税等
※「その他の費用」については、運用状況等により変動するものであ
り、事前に料率、上限額等を表示することができません。

・監査費用：
監査法人に支払うファンド
監査にかかる費用

・売買委託手数料：
有価証券等の売買の際、売
買仲介人に支払う手数料

・保管費用：
有価証券等の保管等のため
に、海外の銀行等に支払う
費用

※��当該手数料等の合計額については、投資者の皆様がファンドを保有される期間、売買金額等に応じて�
異なりますので、表示することができません。

時　期 項　目 税　　金

分　配　時 所得税及び地方税
配当所得として課税
普通分配金に対して20.315％

換金（解約）時
及び償還時

所得税及び地方税
譲渡所得として課税
換金（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）に対して20.315％

※�少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」をご利用の場合
毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などか
ら生じる配当所得及び譲渡所得が一定期間非課税となります。
ご利用になれるのは、販売会社で非課税口座を開設するなど、一
定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、販売会社に
お問い合わせください。

※法人の場合は上記とは異なります。
※�上記は平成29年２月末現在のものですので、税法が改正された
場合等には、税率等が変更される場合があります。税金の取扱い
の詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めし
ます。

税金
●税金は表に記載の時期に適用されます。	

●以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。


